
 

公 告 

 

一般競争入札を執行するので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政

令」という。）第１６７条の６の規定に基づき、次のとおり公告する。 

 

平成２６年７月８日 

茨城県坂東市長職務代理者 

坂東市副市長 山下 政浩 

 

１ 対象工事 

（１）工事名称  ２５繰国補公下第１号－４ 江川第五排水区雨水管渠工事 

（２）工事場所  坂東市辺田地内 

（３）工事概要  三面水路布設工 Ｕ型 3,000mm×2,000mm L＝68.13m 

ボックスカルバート布設工 3,000×2,000 L＝10.50m 

仮排水工 一式 

付帯工  一式 

（４）工事期間  契約締結の翌日から平成２７年１月３０日まで 

２ 予定価格    金５４，８７０，０００円（消費税及び地方消費税を除く。） 

３ 発注形態    単体発注 

４ 入札参加資格 

  当該工事の入札参加資格は、次の要件を満たしている者とする。 

（１）平成２５・２６年度坂東市一般競争入札参加資格者名簿の土木一式工事に登載さ

れ、Ａ等級以上の資格を有する者であること。 

（２）建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第３条に定める土木

一式工事に係る特定建設業の許可を受けていること。 

（３）法第２７条の２３第１項に規定する経営に関する客観的事項の審査を受けている

者であり、法に基づき設置された本店を茨城県坂東市、常総市、下妻市、古河市、

結城市、筑西市、桜川市、境町、五霞町、八千代町、つくば市、取手市、守谷市及

びつくばみらい市に有する者であること。 

（４）政令第１６７条の４の規定に該当していない者であること。 

（５）坂東市建設工事請負業者指名停止等措置要網（平成１７年坂東市訓令第４７号）



 

に基づく指名停止措置を公告の日から入札を執行する日までの間いずれの日にも受

けていない者であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがされ

ている者でないこと又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手

続開始の申立てがなされている者でないこと。 

（７）第１項に記載した工事に係る設計業務等の受託者と資本又は人事面において関連

がある建設業者でないこと。 

（８）入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。 

（９）法第２６条に規定する監理技術者を専任として配置すること。監理技術者は現場

代理人と兼務することができる。 

なお、配置する監理技術者は次の①及び②の基準を満たすものであること。 

  ①監理技術者資格者証及び監理技術者講習終了証を有する者 

  ②資格審査申請のあった日において引き続き３箇月以上の雇用関係がある者 

 （１０）国税、県税及び市町村税の未納がないこと。（落札業者は契約締結時に納税証明

書を提出すること。） 

 （１１）同一年度内の一般競争入札で既に２工事を落札した者でないこと。 

５ 入札参加資格の確認 

この競争入札の参加希望者は、前項の（１）から（１１）までに掲げる入札参加資

格を有することを証明するため、次に従い、一般競争入札参加資格審査申請書（様式

第１号。以下「申請書」という。）及び添付書類（競争参加資格確認資料。以下「資料」

という。）を提出し、入札参加資格審査を受けなければならない。期日までに申請書及

び資料を提出しない者及び競争参加資格がないと認められた者は、この競争入札に参

加することができない。 

（１）申請書に添付する資料は、次のものとする。 

①一般競争入札参加資格確認書（様式第２号） 

②現場代理人・技術者等配置予定表（様式第３号）及び関連添付書類 

③直近の経営事項審査結果通知書の写し 

④返信用封筒（８２円切手貼付） 

（２）申請書等の提出について 

①提出期日 平成２６年７月１７日（木曜日）及び７月１８日（金曜日） 

午前９時から午後４時まで 



 

②提出場所 坂東市岩井４３６５番地 坂東市企画部管財課（坂東市役所岩井庁舎

第２分庁舎１階）（申請書及び資料の提出は、提出場所へ持参する。） 

（３）審査の結果は、一般競争入札参加資格審査結果通知書により通知する。また、有

資格者と認めた者には一般競争入札参加資格証を交付する。 

通知期日 平成２６年７月２３日（水曜日）付け郵送による。 

（４）無資格となった者は、上記の通知を受けた後、平成２６年７月２９日（火曜日）

までにその理由について書面（ファックス可）により説明を求めることができる。

回答は書面をもって行う。 

（５）その他 

①申請書及び資料は、入札公告日から平成２６年７月１７日（木曜日）まで配布す

る。 

②提出された申請書及び資料は返却しない。 

③競争参加資格確認資料作成説明会は行わない。 

④提出期日以降の申請書及び資料の差替え及び再提出は認めない。 

⑤申請書及び資料の作成に係る費用は提出者の負担とする。 

⑥提出された申請書及び資料は、本市における競争入札参加資格の確認以外に無断

で使用することはしないものとする。 

⑦申請書、資料に関する問合せ先は、坂東市 企画部 管財課とする。 

   （電話番号 ０２９７（３５）２１２１ 内線１２４２） 

６ 現場説明会 

   行わない。 

７ 設計図書の配布及び質疑・回答 

（１）配布期間及び場所 

①期 間  入札公告日から平成２６年７月１７日（木曜日）まで 

（土・日曜日を除く。） 

②時 間  午前９時から午後４時まで 

③場 所  坂東市 企画部 管財課 

（２）設計図書の配布 

設計図書の配布については、１業者について原則として１回を限度とし、配布申 

請書に必要事項を記入すること。配布を受けるに当たってはコンパクトディスク等

の電子媒体に電子ファイルとして記録したものの配布を行うので、必ず空の「ＣＤ



 

－Ｒ」１枚を持参すること。 

なお、配布した設計図書は、一般競争入札参加のための資料であり、他の用途で 

の使用や転用及び他者への提供を禁止する。 

（３）設計図書等に関する質疑は、次のとおりとする。 

①期 日  平成２６年７月２５日（金曜日） 

   ②時 間  午前９時から正午まで 

   ③場 所  坂東市 企画部 管財課 

   ④方 法  有無にかかわらず別紙指定様式によりファックスにて提出（原本は入

札当日持参） 

（４）設計図書等の質疑に関する回答は、次のとおりとする。 

   ①期 日  平成２６年７月２８日（月曜日） 

   ②方 法  文書によりファックスにて回答 

８ 入札執行の日時及び場所 

①日  時  平成２６年８月１日（金曜日）午前１０時 

②集合時間  入札時間１０分前までに集合すること。 

③場  所  坂東市岩井４４１３番地１ 坂東市役所岩井庁舎附属庁舎会議室 

９ 最低制限価格の有無 

   有 

１０ 建設リサイクル法 

   この工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１

０４号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施が義務付け

られた工事である。 

１１ 入札方法 

（１）入札執行時間に入札会場に入室していない者は、入札に参加できない。 

 （２）一般競争入札参加資格証を持参すること。 

（３）入札者は、市所定の入札書により作成し、封かんのうえ工事名及び入札者の氏名

を表記し、所定の日時及び場所に持参する（郵送及びファックスは不可）。 

（４）入札に際しては、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、政令、坂東市契約規則

（平成２０年坂東市規則第８号）及び坂東市一般競争入札参加要網（平成１７年坂

東市告示第１９号）の関係各条項を遵守すること。 

（５）入札に際しては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年



 

法律第５４号）その他の法令に抵触する行為をしないこと。 

（６）落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相

当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者が消費税及び地方消費税

に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１

０８分の１００に相当する金額を入札書に記載する。 

（７）提出した入札書の引換え又は変更は認めない。 

（８）参加者が代理人をもって入札させるときは、委任状を提出しなければならない。 

（９）落札者の決定は、予定価格の制限範囲内の価格で、最低制限価格以上の価格をも

って入札した者のうち最低価格の申込者とする。また、落札となるべき同価格の入

札をした者が２人以上あるときは、くじで落札者を決める。 

１２ 工事費内訳書の提出の有無 

（１）入札に際し、入札書に記載される入札金額の根拠となる市所定の工事費内訳書を

提出すること。 

（２）工事費内訳書は、参考図書として提出を求めるものであり、入札及び契約上の権

利義務を生じるものではない。なお、同内訳書は返却しない。 

１３ 契約書の要否 

   要する。 

１４ 入札保証金及び契約保証金 

（１）入札保証金  免除する。 

 （２）契約保証金  要する。 

落札者は、請負代金額の１０分の１以上の額で次のいずれかの保証に付すこと。 

①契約保証金の納付 

②契約保証金に代わる担保となる利付国債の提供 

③金融機関又は保証事業会社の保証 

④公共工事履行保証証券による保証 

⑤履行保証保険契約の締結  

１５ 支払条件 

支払条件は、次のとおりとする。 

①前払金 請求できる。ただし、東日本建設業保証株式会社の保証を条件に請負代

金額の３０％以内の額とする（金額の万単位未満は切り捨てる。）。 



 

   ②竣工払 請負代金額から支払済額を差し引いた金額を支払う。 

１６ 入札の無効 

（１）この公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者のした入札並びにこの公告において示した要件等の入札に関する条件に

違反した入札は無効とする。 

（２）一般競争入札参加資格確定通知書を交付された者であっても、交付後に指名停止

の措置を受け、入札時点において指名停止期間中である者がした入札は無効とする。 

（３）次のいずれかに該当する場合の入札は、無効とする。 

①入札に参加する資格がない者がした入札 

②入札について不正の行為があった入札 

③入札書の記載が不明確なもの又は記名押印のない入札 

④同一人が同一事項に対して入札書を２通以上提出した入札 

⑤他の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をした者が行った入札 

⑥委任状を持参しない代理人がした入札 

⑦その他入札条件に違反した入札 

１７ 入札の中止 

   入札参加者が２社に満たない場合には、入札を中止する。 

１８ その他 

（１）入札をした者は、入札後この公告、設計図書等及び現場等についての不明を理由

とした異議を申し立てることはできない。 

（２）落札者は、資料に記載した配置予定の技術員を当該工事の現場に配置させる。 

（３）申請書及び資料は、Ａ４判で作成すること。 

（４）その他不明な点は、次に照会すること。 

    坂東市企画部管財課（電話番号 ０２９７（３５）２１２１ 内線１２４２） 

（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ  ０２９７（３６）１５６７ 音声案内１２４２） 


